○東京都介護福祉士等修学資金貸与条例

平成四年三月三一日

条例第四一号

〔東京都介護福祉士修学資金貸与条例〕を公布する。

東京都介護福祉士等修学資金貸与条例

(平六条例二五・改称)

(目的)

第一条　この条例は、介護福祉士又は社会福祉士(以下「介護福祉士等」という。)を養成する施設等に在学する者で、将来都の区域内の社会福祉施設等で介護業務等に従事しようとするものに対し、修学資金を貸与し、もってこれらの者の修学を容易にすることにより、介護福祉士等の養成及び確保に資することを目的とする。

(平六条例二五・平一四条例六四・一部改正)

(用語の意義)

第二条　この条例において「介護業務等」とは、知事の指定する施設等(以下「指定施設等」という。)において、介護福祉士の行う社会福祉士及び介護福祉士法(昭和六十二年法律第三十号。以下「法」という。)第二条第二項に規定する介護等の業務若しくは指定施設等の長の業務又は社会福祉士の行う同条第一項に規定する相談援助の業務若しくは指定施設等の長の業務をいう。

2　この条例において「養成施設等」とは、法第七条第二号及び第三号並びに第三十九条第一号から第三号までの規定に基づき文部科学大臣及び厚生労働大臣の指定した学校並びに厚生労働大臣の指定した養成施設をいう。

(平六条例二五・平一二条例一八一・平一四条例六四・平二〇条例六二・一部改正)

(資格)

第三条　介護福祉士等修学資金(以下「修学資金」という。)の貸与を受けることができる者は、次に掲げる要件を備えていなければならない。

一　養成施設等に在学し、都の区域内に住所を有していること又は都の区域内に所在する養成施設等に在学していること。

二　学業優秀であること。

三　修学に際し、経済的援助を必要とすること。

四　同種の修学資金を他から借り受けていないこと。

五　養成施設等卒業後、介護福祉士又は社会福祉士として、次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に定める年数以上引き続き介護業務等に従事しようとする意思を有すること。

(一)　過疎地域(過疎地域自立促進特別措置法(平成十二年法律第十五号)第二条第一項に規定する過疎地域をいう。以下同じ。)において介護業務等に従事しようとする者又は中高年離職者(養成施設等の入学時に四十五歳以上の者であって、離職して二年以内のものをいう。以下同じ。)　三年

(二)　(一)に掲げる者以外の者　五年

(平六条例二五・平一四条例六四・平二〇条例六二・平二一条例三三・一部改正)

(貸与金額等)

第四条　修学資金の貸与金額は、月額五万円とする。ただし、東京都規則（以下「規則」という。）で定めるところにより貸与金額の増額を申請した者に係る規則で定める月の分の貸与金額については、次の各号に掲げる修学資金として当該各号に定める金額を加算した金額とすることができる。
　一　入学準備金　二十万円

　二　就職準備金　二十万円

2　修学資金の貸与期間は、養成施設等の正規の修学期間とする。

(平一四条例六四・平二一条例三三・一部改正)

(貸与金の利子)

第五条　修学資金の貸与金は、無利子とする。

(貸与の申込み)

第六条　修学資金の貸与を受けようとする者は、規則で定めるところにより、知事に申し込まなければならない。

(平一四条例六四・平二一条例三三・一部改正)

(貸与の決定)

第七条　知事は、前条に規定する申込みがあった場合は、毎年度予算の範囲内において、第十四条に規定する東京都介護福祉士等修学資金選考委員会の議を経て、修学資金の貸与の適否を決定し、その旨申込者に通知する。

(平六条例二五・一部改正)

(連帯保証人)

第八条　修学資金の貸与を受けようとする者は、次に掲げる要件を備えた連帯保証人を一人立てなければならない。

一　申込みの日の属する月の六月前から引き続き都の区域内に住所を有していること。

二　独立の生計を営んでいること。

三　この修学資金について、他に保証していないこと。

2　前項第一号及び第三号の規定にかかわらず、知事が保証能力があると認めた場合は、その者を連帯保証人とすることができる。

(貸与の打切り等)

第九条　知事は、修学資金の貸与を受けている者(以下「修学生」という。)が次の各号のいずれかに該当する場合は、修学資金の貸与を打ち切るものとする。

一　養成施設等を退学したとき。

二　心身の故障のため修学を継続する見込みがなくなったと認められるとき。

三　死亡したとき。

四　学業成績が著しく不良になったと認められるとき。

五　偽りの申込みその他の不正手段によって貸与を受けたとき。

六　修学資金の貸与を受けることを辞退したとき。

七　その他修学資金貸与の目的を達成する見込みがなくなったと認められるとき。

2　知事は、修学生が養成施設等を休学し、又は停学の処分を受けたときは、休学し、又は停学の処分を受けた日の属する月の翌月分から復学した日の属する月の分まで修学資金の貸与を行わないものとする。この場合において、これらの月の分としてすでに貸与された修学資金があるときは、その修学資金は、当該修学生が復学した日の属する月の翌月以降の月の分として貸与されたものとみなす。

(平一四条例六四・一部改正)

(返還等)

第十条　修学資金は、修学資金の貸与期間が満了した日(前条第一項の規定により貸与が打ち切られた場合は、その打ち切られた日)の属する月の翌月から起算して、貸与を受けた月数(当該月数に前条第二項の規定により修学資金が貸与されなかった期間が含まれる場合にあっては、当該貸与されなかった期間を除いた月数)の二倍に相当する期間(第四条第一項ただし書の規定の適用があるときは、規則で定める期間)内に返還しなければならない。

2　返還は、月賦、半年賦又は年賦の均等払いの方法によるものとする。ただし、修学資金の貸与を受けた者がその全額の返還を希望するときは、直ちに返還することができる。

(平六条例二五・平一四条例六四・平二〇条例六二・平二一条例三三・一部改正)

(返還債務の履行猶予)

第十一条　知事は、修学資金の貸与を受けた者が次の各号のいずれかに該当する場合は、当該各号に掲げる理由が継続する期間、返還の債務の履行を猶予することができる。ただし、第九条第一項第五号の規定により修学資金の貸与を打ち切られた場合は、この限りでない。

一　養成施設等を卒業した日から一年(規則で定める者にあっては規則で定める期間)以内の日から又は次号から第四号までに定める猶予期間終了後、引き続き介護業務等に従事しているとき。

二　第九条第一項の規定により修学資金の貸与を打ち切られた後も、引き続き養成施設等に在学しているとき。

三　養成施設等卒業後、引き続き知事が定める学校に在学しているとき。

四　災害等やむを得ない事由により修学資金の返還の債務の履行ができないと認められるとき。

(平六条例二五・平一四条例六四・平二一条例三三・一部改正)

(返還債務の免除)

第十二条　知事は、修学資金の貸与を受けた者が次の各号のいずれかに該当する場合は、修学資金の返還の債務を免除する。ただし、第九条第一項第五号の規定により修学資金の貸与を打ち切られた場合は、この限りでない。

一　養成施設等を卒業した日から一年(規則で定める者にあっては規則で定める期間)以内に介護業務等に従事し、かつ、引き続き当該業務に従事した期間(前条第三号の知事が定める学校への修学、災害、疾病、負傷その他やむを得ない理由により当該業務に従事できなかった場合は、引き続き当該業務に従事しているものとみなす。この場合において、従事できなかった期間は、引き続き当該業務に従事した期間に算入しない。以下「介護業務等従事期間」という。)が、次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に定める期間であるとき。

(一)　過疎地域において介護業務等に従事した者又は中高年離職者　三年間

(二)　(一)に掲げる者以外の者　五年間

二　介護業務等従事期間中に介護業務等上の理由により死亡し、又は介護業務等に起因する心身の故障のため介護業務等を継続することができなくなったとき。

2　知事は、修学資金の貸与を受けた者が次の各号の一に該当する場合は、貸与した修学資金の返還の債務(履行期が到来していない部分に限る。)の全部又は一部を免除することができる。ただし、第九条第一項第五号の規定により修学資金の貸与を打ち切られた場合は、この限りでない。

一　死亡又は心身の故障により修学資金を返還することができなくなったとき。

二　災害等やむを得ない理由により修学資金の返還の債務の履行ができないと認められるとき。

三　修学資金の貸与を受けた期間に相当する期間以上介護業務等に従事した後、特別の事情により介護業務等を継続することができなくなったとき。

3　前項第三号の規定により免除することができる修学資金の返還の債務の額は、介護業務等従事期間(月を単位とする。)を次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める期間で除して得た数値(この数値が一を超えるときは、一とする。)を修学資金の返還の債務の額(履行期が到来していない部分に限る。)に乗じて得た額とする。

一　第一項第一号(一)に掲げる者　修学資金の貸与を受けた期間(この期間が二十四月に満たないときは、二十四月とする。次号において同じ。)の二分の三に相当する期間

二　前号に掲げる者以外の者　修学資金の貸与を受けた期間の二分の五に相当する期間

(平六条例二五・平一四条例六四・平二〇条例六二・平二一条例三三・一部改正)

(延滞利子)

第十三条　修学資金の貸与を受けた者は、正当な理由がなく修学資金を返還すべき日までに返還しなかったときは、当該返還すべき日の翌日から返還の日までの期間の日数に応じ、返還すべき額につき年十四・六パーセントの割合で計算した延滞利子を支払わなければならない。

(選考委員会)

第十四条　修学資金の貸与を受ける者(以下「被貸与者」という。)の選考の公正を期するため、知事の附属機関として、東京都介護福祉士等修学資金選考委員会(以下「委員会」という。)を置く。

(平六条例二五・一部改正)

(委員会の所掌事務)

第十五条　委員会は、知事の諮問に応じ、被貸与者の選考について審議して答申するものとする。

(委員会の組織)

第十六条　委員会は、学識経験を有する者のうちから、知事が委嘱する委員五人で組織する。

2　委員の任期は、二年とし、再任されることを妨げない。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

(会長等の選任及び権限)

第十七条　委員会に会長及び副会長各一人を置き、委員が互選する。

2　会長は、委員会を代表し、会務を総理する。

3　副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を代理する。

4　会長及び副会長ともに事故あるときは、あらかじめ会長の指名する委員が会長の職務を代理する。

(招集)

第十八条　委員会は、知事が招集する。

(定足数及び表決数)

第十九条　委員会は、委員の半数以上の出席がなければ会議を開くことができない。

2　委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。

(委任)

第二十条　この条例の施行について必要な事項は、規則で定める。

(平六条例二五・一部改正)

附　則

この条例は、平成四年四月一日から施行する。

附　則(平成六年条例第二五号)

1　この条例は、平成六年四月一日から施行する。

2　この条例による改正後の東京都介護福祉士等修学資金貸与条例の規定は、平成六年四月一日以降に入学する者について適用し、同年三月三十一日現在において在学し、同年四月一日以降引き続き在学する者及び同年三月三十一日以前に卒業した者については、なお従前の例による。

附　則(平成一二年条例第一八一号)

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第四条、第五条、第七条及び第九条の規定、第十一条中東京都医療保護施設条例第四条第一項の改正規定、第十四条中東京都児童福祉施設条例第四条第一項の改正規定、第十五条の規定並びに第十六条中東京都身体障害者更生援護施設条例第四条第一項の改正規定は、平成十三年一月六日から施行する。

附　則(平成一四年条例第六四号)

(施行期日等)

1　この条例は、平成十四年四月一日から施行し、この条例による改正後の東京都介護福祉士等修学資金貸与条例(以下「改正後の条例」という。)第十二条第一項第一号の規定は、修学資金の貸与を受けた者が過疎地域自立促進特別措置法第二条第一項に規定する過疎地域において介護業務等に従事した場合又は同号に規定する中高年離職者(以下「中高年離職者」という。)が介護業務等に従事した場合に当該業務等に従事した者に係る修学資金の返還債務の免除に限り、平成十三年四月一日(以下「基準日」という。)から適用する。

(経過措置)

2　この条例の施行の日前に、この条例による改正前の東京都介護福祉士等修学資金貸与条例(以下「改正前の条例」という。)の規定に基づき修学資金の貸付けを決定された者に係る修学資金の貸付け及び返還については、前項の規定の適用を受ける場合を除き、なお従前の例による。

3　基準日において、現に介護業務等に従事し、改正前の条例第十一条の返還債務の履行の猶予を受けている者(過疎地域自立促進特別措置法第二条第一項に規定する過疎地域において介護業務等に従事している者又は中高年離職者が介護業務等に従事している者に限る。)に係る改正後の条例第十二条第一項第一号の介護業務等の従事期間の計算については、基準日前に介護業務等に従事した期間を同号に規定する介護業務等に従事した期間とみなす。

附　則(平成二〇年条例第六二号)

(施行期日)

1　この条例は、平成二十年四月一日から施行する。

(経過措置)

2　この条例の施行の日(以下「施行日」という。)前に、この条例による改正前の東京都介護福祉士等修学資金貸与条例の規定に基づき修学資金の貸付けを決定された者に係る修学資金の貸付け及び返還については、なお従前の例による。

(債務返還条件等に係る特例措置)

3　施行日から平成二十三年三月三十一日までの間、この条例による改正後の東京都介護福祉士等修学資金貸与条例(以下「改正後の条例」という。)の規定に基づき修学資金の貸付けを決定された者のうち、改正後の条例第六条の規定による申込みのときにおいて、次に掲げる要件に該当する者(以下「特例措置対象者」という。)の改正後の条例第三条第五号の規定の適用については、同号中「次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に定める年数」とあるのは「三年」と読み替えるものとする。この場合において、同号(一)から(三)までの規定は、適用しないものとする。

一　申込みの日の属する月の六月前から引き続き都の区域内に住所を有していること。

二　修学資金の貸与を受けようとする者(その者が、その者と生計を一にする者の控除対象配偶者(所得税法(昭和四十年法律第三十三号)第二条第一項第三十三号に規定する控除対象配偶者をいう。以下同じ。)又は扶養親族(同項第三十四号に規定する扶養親族をいう。以下同じ。)に該当する場合にあっては、当該その者と生計を一にする者。次号において同じ。)の前年の所得として東京都規則(以下「規則」という。)で定めるものが、控除対象配偶者及び扶養親族の有無に応じて、規則で定める額を超えないこと。

三　修学資金の貸与を受けようとする者の所有する現金、所得税法第二条第一項第十号に規定する預貯金その他規則で定めるものの合計額が、規則で定める額を超えないこと。

四　前三号に掲げるもののほか、規則で定める要件に該当すること。

4　修学資金の貸与を受けた特例措置対象者の改正後の条例第十条第一項、第十二条第一項第一号及び同条第三項の規定の適用については、改正後の条例第十条第一項中「第三条第五号(二)に掲げる者にあっては貸与を受けた月数(当該月数に前条第二項の規定により修学資金が貸与されなかった期間が含まれる場合にあっては、当該貸与されなかった期間を除いた月数。以下同じ。)の二倍に相当する期間内に、その他の者にあっては貸与を受けた月数」とあるのは「貸与を受けた月数(当該月数に同条第二項の規定により修学資金が貸与されなかった期間が含まれる場合にあっては、当該貸与されなかった期間を除いた月数)の二倍」と、改正後の条例第十二条第一項第一号中「次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に定める期間」とあるのは「三年間」と、同条第三項中「次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める」とあるのは「修学資金の貸与を受けた期間(この期間が二十四月に満たないときは、二十四月とする。)の二分の三に相当する」とそれぞれ読み替えるものとする。この場合において、改正後の条例第十二条第一項第一号(一)から(三)まで及び同条第三項各号の規定は、適用しないものとする。
(委任)

5　この条例に規定するもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。

　　　附　則(平成二一年条例第三三号)
(施行期日)

1　この条例は、平成二十一年四月一日から施行する。

(経過措置)

2　この条例の施行の日(以下「施行日」という。)前に、この条例による改正前の東京都介護福祉士等修学資金貸与条例の規定に基づき修学資金の貸付けを決定された者(以下「既貸与決定者」という。)に係る修学資金の貸付け及び返還については、なお従前の例による。

(在学中の既貸与決定者に係る特例)

3　前項の規定にかかわらず、既貸与決定者のうち施行日において現に貸付けを受けている者に係る施行日以後の修学資金の貸付けについては、当該貸付けを受けている者から東京都規則(以下「規則」という。)で定めるところにより申込みがあった場合において、規則で定めるところにより知事が決定したときは、この条例による改正後の東京都介護福祉士等修学資金貸与条例(以下「改正後の条例」という。)第三条及び第四条(東京都介護福祉士等修学資金貸与条例の一部を改正する条例(平成二十年東京都条例第六十二号)附則第三項の特例措置対象者(以下「平成二十年度特例措置対象者」という。)については、第四条に限る。)の規定を適用することができる。
4　前項の規定の適用を受ける者に係る修学資金の返還については、附則第二項の規定にかかわらず、改正後の条例第十条から第十二条まで(平成二十年度特例措置対象者については、第十一条に限る。)の規定を適用するものとする。
5　前二項の規定の適用を受ける者に対し、施行日から附則第三項に定める決定の日までに附則第二項の規定に基づきなお従前の例により貸与された修学資金があるときは、当該修学資金は、当該決定に基づき貸与されるべき修学資金の内払とみなす。
(債務返還条件等に係る特例措置)
6　施行日から平成二十三年三月三十一日までの間、改正後の条例の規定に基づき修学資金の貸付けを決定された者のうち、改正後の条例第六条の規定による申込みのときにおいて、次に掲げる要件に該当する者(以下「特例措置対象者」という。)の改正後の条例第三条第五号の規定の適用については、同号中「次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に定める年数」とあるのは「三年」と読み替えるものとする。この場合において、同号(一)及び(二)の規定は、適用しないものとする。

　一　申込みの日の属する月の六月前から引き続き都の区域内に住所を有していること。

　二　修学資金の貸与を受けようとする者(その者が、その者と生計を一にする者の控除対象配偶者(所得税法(昭和四十年法律第三十三号)第二条第一項第三十三号に規定する控除対象配偶者をいう。以下同じ。)又は扶養親族(同項第三十四号に規定する扶養親族をいう。以下同じ。)に該当する場合にあっては、当該その者と生計を一にする者。次号において同じ。)の前年の所得として規則で定めるものが、控除対象配偶者及び扶養親族の有無に応じて、規則で定める額を超えないこと。

　三　修学資金の貸与を受けようとする者の所有する現金、所得税法第二条第一項第十号に規定する預貯金その他規則で定めるものの合計額が、規則で定める額を超えないこと。
　四　前三号に掲げるもののほか、規則で定める要件に該当すること。

7　修学資金の貸与を受けた特例措置対象者の改正後の条例第十二条第一項第一号及び同条第三項の規定の適用については、改正後の条例第十二条第一項第一号中「次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に定める期間」とあるのは「三年間」と、同条第三項中「次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める」とあるのは「修学資金の貸与を受けた期間(この期間が二十四月に満たないときは、二十四月とする。)の二分の三に相当する」とそれぞれ読み替えるものとする。この場合において、改正後の条例第十二条第一項第一号(一)及び(二)並びに同条第三項各号の規定は、適用しないものとする。
(委任)

8　この条例に規定するもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。
